
災害廃棄物取組事例に学ぶ
〜中部地区での災害に備えて〜

令和３年度
産業廃棄物処理業経営塾OB会
中部ブロックワークショップ
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図表I-1-1-42 ⼟砂災害の発⽣件数の推移

図表I-1-1-43 災害の⼀例⽇本の⾃然災害の発⽣件数と被害は
この数⼗年増加傾向
＜考えられる原因＞
現象１：地球温暖化により気温の上昇、海⾯が上昇している
現象２：気温が上昇、海⽔温が上昇すると、

台⾵の発達が活発化＆速度は遅くなる 等

中部ブロックのメンバーが携わった災害
・2011年東⽇本⼤震災
・2018年広島豪⾬
・2019年千曲川の氾濫 等



中部ブロックが経験した災害事例での困ったこと
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51条の施設許可がないと
処理できないと⾔われたなぁ

運搬⾞両が⼊れな
い場所に荷物があ
り困ったなぁ

パッカー⾞の応援要請が
あり、向かわせたけど積

めなかったなぁ

ﾘｻｲｸﾙ処理をするには
スペースと時間の問
題で難しい状況だっ

たなぁ

現場での指⽰系統が不明確
だったなぁ

仮置き場の保管量が超過
してしまっていたなぁ

多⽅⾯相談による情報の錯綜

問題点として挙がった事例の整理①
テーマ 内容 必要項⽬ 経験からの問題点

廃棄物処理計画

仮置場・集積・処理場の
事前決定

必要⾯積 ・仮置き場の場所が被災後にしかわからず、運搬⾞
両の選定に時間がかかる。

・廃棄物の処理に携わっていない市町村では選定が
難しい。

配置計画
接続道路
量想定
地⽬調査
法令調査
庁内部署調整
待機場所
検索

処理計画

処理資⾦の確保 ・処理計画は策定されているが本番を想定した避難
訓練のような取組みが出来ていない。災害廃棄物としての認定

発⽣⾒込み算出
仮置場の設定

災害の種類に応じた仮置場が必要
集積・処理場の降⾬対策

リサイクルの範囲設定

被災後計画

リーダーの選定 ・被災後の産廃業者の協⼒体制や連絡網が整ってい
る地区もあるが⼀つの様式だけでは回らない可能性
がある。

・応援⼈員については事前計画が細かく⽴てられて
おらずその場の判断での対応となってしまった。

応援人員選定

⾏政協定
ボランティア
⾏政間
⾃衛隊
処理業者
処理機材
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連絡網
市との業務内容の調整

災害対策本部設立
・事前の災害対策本部には産廃処理業者は参加できていない。
・廃棄物を扱わなければ分からない点が伝えられていない。
・被災後、全被害状況を把握するのに時間がかかる。
・被害状況から廃棄物の処理を想定するのには普段廃棄物を扱ってい
ないと判断は難しい。
・県外に応援要請の連絡を⾏うが被害状況や周辺のロケーション等の
伝え⽅が決定されておらず対応が遅くなった。
・災害規模により処理の⽅法を想定できないと応援要請もだせない。

被害状況視察

被災ごみの量調査
被災ごみの質調査

応援要請
⾏政間
⾃衛隊
処理業者
処理機材

仮置場までの運搬の指⽰
仮置場までの運搬指⽰ ・事前選定の段階で運搬指⽰まで組み込めていない。

・⼀般の⽅が別の場所に溜めてしまう。

現地調査

仮置き場の開設
仮置場の状況確認 ・仮置き場の事前選定が災害規模や発⽣場所により⾜りていないケー

スも予想される。
・仮置き場での処理別分別指導は産廃処理業者でないと難しい。

仮置き場を超過した
ときの対応

追加仮置場の再調査 ・処理作業の必要⾯積を検討できなければ追加仮置場、域外での保管
依頼の再調査は難しい。

他県処理要請

運搬等に必要な資機材の確
認

⾞両の正しい選定 ・廃棄物の運搬・処理等に精通していないと選定は難しい
重機類の正しい選定

その他必要資機材の選定
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問題点として挙がった事例の整理②
テーマ 内容 必要項⽬ 経験からの問題点

問題点として挙がった事例の整理

＜経験からの問題点＞
・仮置き場の場所が被災後にしかわからないのでその後の対応が遅れた。
・本番を想定した訓練が出来ていなかった。
・応援⼈員が計画されておらず被災後の対応になってしまった。
・普段廃棄物を扱っていない⼈が現場調査を⾏ってしまった。
・県外に応援要請を⾏うが被害状況をうまく伝えれていなかった。
・仮置き場での処理別分別指導を廃棄物処理業者が対応できて
いなかった。

・事前の災害対策本部には廃棄物処理業者が参加できていなかった。
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過去の経験・問題点から
廃棄物処理業者が参加できた項⽬！

（被災前）
・発⽣する廃棄物の状態によって最適処理や
仮置き場の提案

・県内外の廃棄物処理業者のリサーチ及び
応援体制の確⽴

（被災後）
・被災後の状況視察及び廃棄物処理の想定
・廃棄物の種類や搬⼊出経路状況を考えた運搬⾞両の
選定や指⽰

・災害廃棄物処理現場での処理対応、
アドバイス（分別対応、アドバイス）等
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廃棄物処理業者として
出来ることをまとめてみたら！

ポイント
・スピーディな処理
・被災後の的確な対応
・連絡網、指⽰系統の確⽴
・関係各所の情報共有

ただし！
廃棄物処理業者だけでは
⼒になれないことも多い！

↓
なら誰に協⼒を要請したら
良いだろうか？
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☆計画＝準備が⼤切
なぜなら、発⽣してからでは
対応が遅れてしまうことばかり



地元企業（建設関連含む）

地元企業・団体等との連携が重要！
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愛知県 災害廃棄物処理計画を
参考にさせていただき資料を作成。

愛知県

全国知事会、中部9県1市協議会、環境省

愛知県衛⽣事業協同組合
⼀般社団法⼈愛知県産業資源循環協会
⼀般社団法⼈愛知県解体⼯事業連合会
愛知県フロン類排出抑制推進協議会

他県・他県市町村等

被災していない市町村 被災市町村

⽀援要請
⽀援

中部ブロックの各県に聞き取り調査をした結果！！

有
100
%

無
0%

①災害廃棄物処
理に係るマニュ
アルの有無 有

無
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有
86%

無
14%

②関係者間での
定期的会合の有

無 有
無

有
86%

無
14%

③マニュアル⾒
直しの有無

有
無

有
86%

無
14%

④マニュアルに
基づいた訓練等

の有無 有
無

有
100
%

無
0%

⑤他県や各市町
村との連携協議

の有無 有
無

各県とも災害廃棄物に係るマニュアルを基に会合や訓練を⾏っている。
過去の災害から危機感を感じているところも増えている。



過去事例をもとに災害廃棄物処理計画は進んでいるが…
＜計画段階で補強が必要と思われる点＞

廃棄物処理業者が
補うことは可能！
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・⾏政と廃棄物処理業者、地域住⺠を交えた
定期的な顔の⾒える会議

・⾃区内で処理不能の場合の全国への応援
要請の体制

・産廃処理を現場で柔軟に対応するための
指⽰系統

・教育、訓練、勉強会の開催

・市町村は、各県策定の災害マニュアルの
基、
地⽅事情を勘案したブラッシュアップ。

・各県は、市町村の検討に対する⽀援。

廃棄物処理のプロを
是⾮活⽤して下さい！

計画段階において廃棄物処理業者が出来ること！
①災害ごみの量とごみの質の診断
②処理⽅法と必要な敷地、時間を判断
③資機材と⼈員を計画及び確保
さらに！

経営塾OB会メンバーとして出来ること！
①OB会を中⼼に⽀援体制を検討・展開
②全国に会員（２１５社３７４名）がおり、
⼈・物・資を全国から調達が可能

（特殊な⾞両や機材も）
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地元企業（建設関連含む）

事前計画には専⾨部署を設けることが重要！
さらに経営塾OB会も活⽤！
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愛知県 災害廃棄物処理計画を
参考にさせていただき資料を作成。

愛知県

全国知事会、中部9県1市協議会、環境省

愛知県衛⽣事業協同組合
⼀般社団法⼈愛知県産業資源循環協会
⼀般社団法⼈愛知県解体⼯事業連合会
愛知県フロン類排出抑制推進協議会

他県・他県市町村等

被災していない市町村 被災市町村

⽀援要請
⽀援

実効性のある
専⾨部署

産業廃棄物処理事業振興
財団 経営塾OB会

より早い復興のためには！
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計画・⽴案には
『プロ』が必要

計画・⽴案には
『廃棄物処理業者』が必要

＜重要項⽬＞
・処理チームを構成する
・事前準備が必要
・構成メンバーにプロ『廃棄物処理業者』必須
・処理計画の⽴案（⾏政と廃棄物処理業者協業）等

廃棄物処理業者が⼊った
災害廃棄物対策室の設置

災害対策は速度が命！事前の緻密な計画が重要



中部ブロックOB会

焼却施設 12社 １,５８０．９２ｔ/⽇
破砕施設 19社 １０,９６８．７１ｔ/⽇
選別施設 9社 ６,６７２．８０ｔ/⽇

２,３９３．７０㎥/⽇

安定型最終処分場 2社 １,５４８,８６３㎥
管理型最終処分場 4社 ６,５４８,１２５㎥
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もし仲間が災害を受けたとしたらあなたはどうします？
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私たち中部ブロックは助け合います！
企業間の応援協定検討中！



ご清聴ありがとうございました。
中部ブロックメンバーリスト
１期 吉川 賢 株式会社三共

１期 ⾕崎 晃 株式会社武⽣環境保全

１期 奥⽥ 貴光 株式会社ヤマゼン

２期 松岡 洋平 株式会社アクトリー

３期 ⼩島 孝信 株式会社明輝クリーナー

４期 加藤 恵⼦ 株式会社ミダック

５期 飯⽥ 宏之 新英エコライフ株式会社

５期 鈴⽊ 裕司 株式会社太洋サービス

５期 中野 宇喬 株式会社東伸サービス

６期 伊藤 祐介 エス・エヌ・ケー・テクノ株式会社

６期 河野 嗣寿 加⼭興業株式会社

６期 ⾼⼭ 盛司 環境開発株式会社

７期 野﨑 裕功 株式会社アース・コーポレーション

７期 野澤 悟 環境開発株式会社

８期 佐々⽊ 宏直 加⼭興業株式会社

９期 井関 康 株式会社ケー・イー・シー

９期 ⽵井 満 環境開発株式会社

９期 ⼭⽥ 真⽣ 株式会社やまと商事

９期 ⼭本 慶輝 ⼤興⾦属株式会社
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10期 ⼤塚 敬功 豊⽥ケミカルエンジニアリング株式会社

10期 崎⽥ 陽⼀ 株式会社アース・コーポレーション

10期 平沼 伸基 株式会社リバイブ

11期 ⻘⽊ 良介 丸両⾃動⾞運送株式会社

11期 天野 ⼤助 株式会社寿美屋

11期 緒⽅ ⼤⼈ 加⼭興業株式会社

11期 ⼩⾕ 拓也 環境開発株式会社

11期 ⼾⾕ 友治 株式会社ケー・イー・シー

11期 橋本 和彦 株式会社橋本

11期 久⽥ 佳典 株式会社リバイブ

12期 岡村 昇 ミナミ⾦属株式会社

12期 春⽇ 祐樹 株式会社信州ウェイスト

12期 島崎 隼⼈ 環境開発株式会社

12期 安江 晶弘 株式会社リバイブ

13期 福⽥ 晃 エコシステムジャパン株式会社

13期 藤井 雅之 株式会社トスマク・アイ

13期 毎⽥ 健 クリーンライフ株式会社

13期 吉⽥ 孔顕 株式会社エコ・プランニング

14期 上杉 拓也 環境開発株式会社

14期 ⼤塚 翔太 株式会社明輝クリーナー

14期 甲斐 徹紀 株式会社ミダック

14期 ⻑⾕川 直⼈ ウエノテックス株式会社

14期 畠中 優 株式会社JEMS

15期 ⼤嶋 貴雄 新英エコライフ株式会社

15期 加藤 剛志 エコシステムジャパン株式会社

15期 家⼸ 亮太郎 株式会社北陸環境サービス

15期 ⽥⼝ 智徳 三友プラントサービス株式会社

15期 廣瀬 紀明 株式会社アクトリー

15期 府中屋 智博 環境開発株式会社

16期 妹尾 勇太 株式会社オガワエコノス

16期 津留 俊介 株式会社明輝クリーナー

16期 ⿃居 哲也 株式会社レックス

16期 ⻄井 浩 株式会社クリーンスペースニッコウ

16期 ⻑⾕川 俊道 有限会社ダイイチ企業

16期 宮嶋 和幸 ECOフロンティア株式会社

16期 綿⾕ 真之 株式会社トスマク・アイ


